
企業環境研究年報

No.1, July 1996 
77 

中小企業業況統計の吟味と活用
一中小企業庁・中小企業事業団『中小企業景況調査』を 中心に

御園謙吉
（市郎学園短大）

I. はじめに

業況統計（景況調査）は一般に景気全体の動

向をみるために用いられることが多いが，特に

中小企業については企業統計としての意義が大

きい，と筆者は前稿I）で主張した。それは，業

況統計には速報性があり，その回答の容易さゆ

え調査頻度も高いうえに，仕入価格，需給状況

など財務統計にはない調査項目が設けられてい

ることは，中小企業の経営分析のみならず大企

業のそれについても大きなメ リットといえるか

らである。

しかし，このメリットと表裏一体であるデイ

メリットもある。つまり，原則として経営の各

部面あるいは経営状況全般が「良い」（「好転

した」）のか「悪い」（「悪化した」）のか「ふ

つう」（「不変」 ・「適正」）なのかを問う方式

は，回答が容易で財務諸計数を少なくとも四半

期単位では明確にしえない零細企業でも回答で

きて回収率が高まる一方で、，主観的で、あるとい

うl慶昧きが生じるのである。しかし一見ディメ

リットであるこの特徴も，時代・業種・企業規

模によって適正である財務諸計数の水準は異な

るから，計数値よりむしろ業況調査から得られ

る定性的数値の方が経営の実態をより明確に把

握iできるともいえるのである。また，そもそも，

各企業が判断して回答するその時点では主観的

であっても，それらを集計した統計量そのもの

はひとつの客観的事実としてみる方が自然であ

ろう。

本稿は，業況統計をより効果的に利用するた

めに前稿に引き続いて考察を加えるものである。

ここではまず，各種の中小企業業況統計を改め

て概観2）し，次に，中小企業業況統計の中でも

存在意義が高い中小企業庁 ・中小企業事業団

『中小企業景況調査』について，その最近のデ

ータをみながら吟味する。そして最後に， 『中

小企業景況調査』の検討から浮かび、上がったこ

とをしてむすびとする。

2. 中小企業業況統計概観

表 1は，現在発表されている中小企業業況統

計を示したものである。①の『短観』が最も代

表的であることに異論はなかろう。みられるよ

うに対象業種が広〈 ，計数項目を含めて調査項

目も多い。②の『大蔵省景気予測調査』は 『短

観』と同様で、あるが，受注状況，販売価格に関

する調査がないのがやや惜しまれる。両者は母

集団が明確で、大企業も調査対象に含まれてい

る3）から企業階層聞の比較が可能で、，調査項目

が多く，計数項目もあることが大きなメリット

である。しかし中小企業については，両者とも

中・上層部対象ゆえ中小企業下層は調査対象に

入っていない（前者は従業員数が卸売業，小売

業，サービス業は20人以上，それ以外は50人以

上，後者は資本金1,000万円以上の企業）ので

規模の面で中小企業の上層部分への偏りがある。

これらに対して③の中小企業庁・中小企業事

業団『中小企業景況調査』は，対象業種は狭い

が，小規模企業（製造業 ・建設業は従業員20人

以下，その他は 5人以下）を約8割含んでいる

（製造業については約 7割）ので規模の偏りが
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表｜ 中小企業業況統計一覧

調 査 方 法 時 期 等

調 調 調 発 調 1) 集 l 調
査 査 査

イ乍 成 機 関 統
査 査 表 計

開
4票

計 始
」ー『調査・統計（書〕名』 の

方 時 時 本 ネ土

番 種 社 時

守 類
法 期 期 数 数 期

① 
日 本 銀 行調査統計局 届出統計 郵送， lA lB 

『短 観 』 原本調査 自計記入
2,5,8,11月 翌月上旬 6,000 5,000 1974年5月

② 
大蔵省財政金融研究所 承認統計 郵送，

2,5,8,11月 翌月下旬
2A 

1983年5月
『 大蔵 省景気予測調査』 標本調査 自計記入 4,000 3,000 

③ 
中小企業庁・中小企業事業団

標本調査 聴き取り 3,6,9,12月 翌月中旬
3A 

『中小企業景況調 査報告書』 19,00b 17,000 1980年9月

④ 
全国信用金庫協会企画調査部 機本調査 聴き取り 3,6,9,12月 翌月中旬

4A 
1975年9月

『全国中小企業景気動向調査』 15,00<〕 15,000 

① 
中小企業金融公庫調査部

標本調査
郵送 ，

翌々月上旬
SA 

『中小企業動向調 査概要』 自計記入 3,6,9,12月 13,000 7,000 1959年4月

⑥ 
国民 金 融 公庫総合研究所 4票本調査

郵送， 6A 

『全国小企 業動向調査』 自計 記入
3,6,9,12月 翌月中旬 10,000 7,000 1980年3月

⑦ 
中小企業信用保険公庫調査部

全数調査
郵送， 7A 

『中小企業金磁動向調査の概要』 自計記入
3,6,9,12月 翌月中旬 9,000 5,000 1%9年6月

③ 
中小企業家同友会全国協議会 4票本調査

郵送， BA 

『同友会景況調査報告 CD0 R）』 自計記入
3,6,9,12月 翌月下旬

2,200 
900 1990年4月

③ 
日 本商工 会議所産業部

標本調査 聴き取り 毎月下旬
9A 

『L0 B 0 （早期景気観測） 』
翌月初頭 2,300 1989年4月

⑬ 
中小企業金融公庫調査部 4票本調査

郵送，
毎月中旬 笠月上旬

lOA 

『 中 小 企 業 景況調査』 自計記入 900 600 1%3年5月

⑪ 
商工中金調査部

全数調査 聴き取り
『中小企業月次 景況調査』

毎月中旬
llA 

当月下旬 800 800 1976年5月

［備考J1）各統計の94年度第1四半期版， 『総務庁統計局統計調査総覧（H2・3年）』および作成機関からの聴き取りにより作成．

2）記号……※＝調査対象業種，0・・（丸）＝判断項目（DI値），〈〉－・（四角）＝計数項目， 0・0 （白抜き）＝原則として

調査産業別に掲載，・－・＝原則として全産業 ・製造業 ・非製造業の3分類のみで掲載．
［注J1）概数． 2）金融・保険業はいずれも対象外． 3）下記統計別の注で指摘がない限り，調査時期時点での判断水準．

①： ( 1 A）母集団企業数は約 I1万． (1 B）主要企業は57年8月． ( 1 C）業陸別データの記載なし（「その他非製造業」に

吸収）． ( 1 D）金融険関の貸出態度． (1 E）金融機関借入金の母集団推計値 （季鯛値も記載）および前年同期比噌減卒．

( 1 F）前期比． ( 1 G）製造業の一部と建設業の受注残高の母集団推計値（季調値も記載）およひ前年同期比地減率．

( 1 H）繍卸資産全体と，うち製・商品の母集団推計値（季調値も記載，製商品は製造業のみ）および前期比I曽滅卒 (1 I）雇用

者数の母集団推計値 （季悶値も記載）および前年同期比増減卒． ( 1 J）工事ベースの計画値で半年毎の前年同期比I曽減率．
( 1 K）製造業についての母集団推計値（季調値も記載）および前期比増減率． ( 1 L）母集団推計値（季調値も記載），前期比地

減率および半期毎の前年同期比増減率（計画値も掲載）． ( 1 H）半年毎の前年同期比増減卒．

②・ （2A）推計法人数は約55万． ( 2 B）業種別データの記載なし（「その他非製造業」に吸収）． ( 2 C）データは在庫 ・仕入価

絡を除いて小売業とー結縄戦． ( 2 D）飲食店を含むデータは在庫・仕入価絡を除いて卸売業と一指縄戦（飲食業の独立データ渇

載なし）． ( 2 E）前期比．全産業・製造業・非製造業区分では季鯛値も記載． ( 2 Fl金儲機関の貸出態度，前期比．

( 2 G）設備資金の前llll比「地加ー減少」社数構成比｛全産業・製造業・非製造業区分では季調値も記載）． ( 2 H）製造業 ・卸売

業・小売業が対象で前期比（季調値も記載）． ( 2 I）製造業 ・卸売業 ・小売業が対象（季網値も記載）． ( 2 J）全産業 ・製造

業 ・非製造業 ・サービス業区分では季調値も記載．臨時・パー トについても記載 （全産業 ・製造業・非製造業区分では季調値も記載）．

( 2 K）前期比所定外労働時間I曽減（全産業・製造業・非製造業区分では季調値も記載）． ( 2 L）半年毎の前期比 ・前年同期比計

画値地減率および半年毎の全産業 ・製造業 ・非製造業 ・サービス業区分の設備投資目的も記載． (2 M）半年毎の前期比 ・前年同

期比噌減率． ( 2 N）前期比，季調値も記載．

③： (3A）全国の商工会，商工会議所，中小企業団体中央会による選定． (3 B）前年同期比． ( 3 C）長期・短期資金別で前期

比． ( 3 D）前期比． ( 3 E）全産業・製造業・建設業区分で前年同期比． ( 3 F）全産業・製造業 ・卸売業 ・小売業区分

で当該期の水準（過剰・適正・不足）と前年同期比のI曽滅状況． ( 3 G）前年同llll比のI首滅状況および91年度第l四半期より当該

矧の過剰感も燭載． (3 H）製造業の前年同期比操業率（上昇 ・低下）.9 1年度第 1四半期より当該矧の過剰感も調査．

( 3 I）実施企業割合および投資内容． ( 3 J）建設業を除く．前年同期比． ( 3 K）経常利益前年同期比および採算の当該矧の

水準（黒字 ・収支トントン・赤字） と前年同期比の好転・不変・悪（~.
④： （4A）取引先企業． ( 4 B）前期比． ( 4 c）前期比．建設業，サービス業は「材料費価倍」． ( 4 D）サーピス業を

除く前期比． ( 4 E）前期比残業時間培減． (4 Fl実施企業割合および投資対象． ( 4 G）前期比および前年同期比．
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対 象 産 業 2) 調 査 項 目3)

農鉱建製雲運 卸 小 不 サ 資金調達面 生 産 面
統

計
林 ・輸 ｜ 

ガ ． 動
資借借金言仕 在 雇 労 設 設 生 販 売 利 業 雪 上 地

書
水 設造ス通売売 ビ 金入入利注入庫用働備備 売 益況 域

難金 産上・の別 番
産 水 産ス

道信 号
業業業業業業業業業業

繰易増水状価水水時水投 価 採判息点 状

り度減準ぎ 格 準 準 間 準 資 高 格 高 算 断 況

lG 1H 11 
lC lD lE lF ． lF ． • lJ lK lF lL lM 

※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 。。。。。 。く〉． 。． ． 。 ① 。。。
2B 2B 

※ ※ ※ 
2C 2D 

※ ※ 
2E 2F 2G 2H 21 2J 2K ． 2L 2M 2M 2N ． ② ※ ※ ※ ※ 。。。 。。。。〈〉

4’ ． 。
※ ※ ※※  ※ 

3B 3C 3D 3E 3B 3F 3G 3H 31 3J 3B 3K 3B 。。③ 。。。。。。。。〈〉 。。。。
※ ※ ※ ※ ※ ※ 

4B 。 4C 4D 。4E 。4F 4B 4G 4G 。〈〉 。④ 。 。。。く〉 。。。
※ ※ ※ 

SB 
※ ※※  ※ ※ 

SC 50 SE 。SF 。5G 5H 51 SC SC 51 ． ． ※ 。。． 。。 〈〉 。。。。 ⑤ 

※ ※ 
6B 

※ 
6C 

※ 
6D 6D 6E 6F 6G 6H 61 。〈〉 ⑤ ※ ※ 。。 。。 〈〉 。。

※ ※ ※ ※ ※ 7B 7B 7C 7D 7E 7F 7F 7G 7H 。。。． 〈〉 。。。． ⑦ 

※ ※ 
BB BB 

※ 。BC SD 。SD SE 。BF BG SH SD SD 81 SD 。
③ ※※  。。 。。。 〈〉 。。。。。

※ ※ ※ ※ ※ 9B 9B 9B 9C 9B 9E 
⑨ 。。 。。。． 

※ ※ ※ ※ ※ ※ 
lOB 1()(ご 100 lOE lOF 1(氾 lOH 100 10! lOJ 

⑮ ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． 
※ ※ 

llB 
※ ※ ※ 

UC llC 110 。llE llC llF 11G llH 
※ 。 。。 。 。。。。 ⑪ 

⑤・ （5 A）取引先企業 ( 5 B）ガス供給業のみ． ( 5 C）前年同期比．全産業・製造業・非製造業区分では季調値も記載．
( 5 D）前年同期比で長期 ・短期資金別 ( 5 E）長・短期知IJ. ( 5 F）前年同期比で鉱業，建設業，運始業，ガス業，
出版 ・印刷業を除く． ( 5 G）前年同期比の地加ー減少 全産業・製造業・非製造業区分では季調値も記載．

(5 H）実施企業割合．全産業では季鯛値も記載． ( 5 I）前年同期比 ( 5 J）前年周期比．自社自身と業界一般の2区
分．前者については全産業 ・製造業・非製造業区分で季調値も記載．

⑥： （ 6 A）取引先企業． ( 6 B）道路貨物業． ( 6 c）飲食店を含む． ( 6 D）前期比． ( 6 E）製造業・建設業の
みで前年同期比． ( 6 F）製造業 ・卸売業・小売業が対象． ( 6 G）実施企業割合． ( 6 H）前年同期比．
( 6 I)係算で前年同1111比．グラフでは前期比も淘載．

①・ （7 A）北海道 ・宮城・東京・愛知・石川・ 大阪 ・広島・香川 ・福岡の各信用保証協会の保証先企業． ( 7 B）前期比．

( 7 C）次期借入予定の有無 （社数構成比）とその増減見込み． ( 7 D）金融機関の檀類別および総平均値． ( 7 E) I～ 
3月期・ 7～9月期に実施の有無を鯛査． ( 7 F）生産 ・売上の一体槻念，前期比． ( 7 G) t＊算，前期比． ( 7 H) 4～ 
6月期 ・10～12月期に調査．

③・ （8A）企業経営者4万人の中小企業同友会会員企業． ( 8 B）「流通 ・商業」で一括． ( 8 C）長・短期資金別で前期
比および前年同期比． (8 D）前期比および前年同期比． ( 8 E）前年同期比で、建設業は 「未消化工事量」．サービス

業は除く。 ( 8 F・）所定外労働時間，前期比および前年同期比． ( 8 G）実胞企業割合． (BH) 1人当たり生産量
( 8 I）経常利益前期比および前年同期比，および保算の当該期の水準（黒字 ・トントン・赤字）と前年同期比の好転・不変・感化
理由．

⑤： ( 9 A）業種組合致（一部の企業は単独参加）． ( 9 B）前年同月比． ( 9 c）受注・出荷を含む綴念． ( 9 D）保算
の前年同月比． ( 9 E）業況のみ．

⑬ ・（10A）母集団は⑤と同じ．その中から首都・近畿 ・中部の3大都市圏の企業（主に製造業）を選定． (10 B）季節網整値．
「資金繰りが窮鼠な理由」も渇戦． (10 c）運転資金借入残高の前月比．「残高（含割引手形） ！首加の主な理由」も渇載．

(10 D）前月比． (10 E）前月比．製 ・商品については季調値も燭載． (10 F）製造業のみ（季調値も褐載）．労働者対

策（噌減員，季節調盤値も）も掲載． (lOG）製造業のみ，前月比残業時間地減（季調値も掲載）． (10 H）製造業のみ

（季絢値も褐載）． (101）季翻値および屡終需要分野別値も掲載． (10 J）季節調整値，愚終需要分野別値および黒字・
赤字企業割合も掲載．

⑪ー （11A）特定取引先企業 (11 B）トラック運送業． (11 c）前月比 (11 D）製造業・卸売業・小売業が対象．
(11 E）製造業・トラック運送業が対象． (11 F）前年同月比I首加卒目 (11G）保算の前月比． (11 H）「最況判断指
数」（前月比）＝（好転企業数× t＋不変企業数× 0.5）÷対象企業数× 100.

79 
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比較的小さいうえ，聴き取り調査であり，集計

社数は全体でも最大である。

④～⑦は融資・保証先企業が調査対象である。

目的によ っては貴重な統計となるが，バイアス

がかかることに留意しなければならない。⑨

～Oは月次調査である 0 4) 

以上の中小企業業況統計の中で中小企業庁 ・

中小企業事業団『中小企業景況調査』 （以下，

「企業庁」と記す）はこの他，次に述べるよう

に，最近さらに調査内容を充実させているので

重要な業況統計である。最近のデータをグラフ

化したものをみながら検討しよう 。

3. 中小企業庁・中小企業事業団 「中小企業

景況調査」の吟味

「企業庁」は原則として，全国の商工会，商

工会議所の経営指導員と中小企業団体中央会の

連絡情報員が訪問面接・聴き取りをしている四

半期別調査で，各四半期の最終月上旬に調査さ

れる。

( I ）対象社数・回答率等の推移

まず対象数を過去にさかのぼってみると， 80

年第 3四半期（調査開始期）は14,789社で，翌

年度（81年第 2四半期）から現在までほぼ

19,000社弱である。

集計（有効回答）結果の業種別構成は，次の

通りである。

0調査開始期から81年第 1四半期までの 3期

製造業＝35%，建設業＝11%，却売業＝8%,

小売業＝34%，サービス業＝12%。

081年第 2四半期以降

製造業＝30～32%，建設業＝11～12%，卸売

業＝ 7～8%，小売業は87年までは36.7%,

それ以降は約34%。サービス業は当初12%で

あったが，徐々に増大して最近の4年はほぼ

17%になっている。

つまり，製造業の比重が減少傾向に，サービ

ス業のそれが逆であり，また，小売業の比重が

やや減少しているので，とりあえずサービス経

済化など経済の動向にそっているといえる。

ただし上記の 5産業をも って「全産業」と

している点には留意しておく必要がある。つま

り第 1次産業と金融・保険業および公務は除外

するのはよしとしても不動産業と運輸 ・通信業

は対象外である。5)

有効回答率は図 1をみよう 。2万社近くの中

小企業を対象としていながらほとんど9割を越

えているのは，上記のように指導員・情報員が

訪問していることによると思われる。ただし，

91年までは 1～3月期調査（ 3月上旬実施）に

落ちる傾向があり， とくに不況期に明瞭で、ある。

決算期をむかえた繁忙期ゆえにこの傾向が生じ

ると考えて間違いない。それでも8割以上の有

効回答が得られている優秀な調査といえるが，

不況期の1～3月期調査にとくにそれが落ちてい

た（10%前後）理由が，経営状態がより不振で

ある企業からの回収率が非常に低かったことで

あるなら，各種調査項目の結果は実態より高位

であることになる。しかし，91年度以降はどの

業種もほほ＇90%強で推移し（かつ，上昇傾向に

ある）， 「季節変動」も小さいので，最近は上

のことに留意する必要はなくなった，といえる。

( 2 ）主要 D Iの動向

A） 業 況

94年6月調査（第56回調査二94年 4～6月期

実績 ・7～9月期見通し）より， 主要項目につ

いて「前期比」での設問を追加し，また，経営

状態が全体としていかなる具合かを問う「業

況」についてはさらに「今期の水準」も追加し

た。その結果， 業況には 「前年同期比」と「前

期比」で「好転 ・不変・悪化」を聴く調査項目

と， 「今期の水準」として「良い・ふつう・悪

い」を問う項目の 3種類があるわけである。こ

のような問い方の追加は，以前にも雇用につい

て91年 6月調査（第44回調査二91年4～6月期

実績・ 7～9月期見通し）でも行われている。

そこで以下では， 91年第 2四半期以降の時期

についてDI値の推移をみる。この91年第 2四
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図｜ 有効回答率
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注．中小企業庁・中小企業事業団『中小企業鼠況調査報告脅』各期版より作成．

半期は「パフソレ景気」にかげりが生じ， 日本経

済が不況に哨ぎ始めた時期である。図中では，

日銀『短観』の大企業（従業員1,000人以上）

の値， 中小企業 （同じく卸売業については

20～ 99人，小売業およびサービス業は20～ 49人，

そのイ也は50～ 299人）の値，および，これらに

「中堅企業」（閉じく卸売業については

100～ 999人，小 売業 お よ び サ ー ビ ス 業 は

50～ 999人，その他は300～ 999人）を加えた全

体の「規模合計」の値も参考として掲載する。

『短観』が対象としている中小企業は，相対的

にその上層部であることをあらためてつけ加え

ておく。

図2にみられるように，前期比で「好転・不

変 ・悪イじ」を問うている系列 （図中O印）は，

当然ながら他の 2つの業況DIの水準 ・方向と

は異なる。ここで問題は，前年同期比で「好

転 ・不変・悪化」 を問う（図中＊印）のと「今

期の水準」として「良い ・ふつう ・悪い」を問

う（図中企印）のとの差異である。今後， 「今

期の水準」のテ、ータが蓄積されれば業況（全

体）についての認識をより正確にすることがで

きる。すなわち， 「今期の水準」自体をみるだ

けでなく， 「前年同期比」の動向も勘案するこ

とができるのである。特に「前年同期比」 DI 

がマイナスからプラスに転じるとき，あるいは

その逆の時点では，単一の業況DI値を問題と

するのではなく，両者を業況の総体把握の手段

として利用することでより明確な認識が可能に

なるのである。

また，この「今期の水準」を調査項目に追加

したことは， 『短観』の聞い方とほほ、同じ

（「企業庁」の「ふつう」は 『短観』では「き

ほど良くない」にあたり，ニュアンスに｛放古少な

差異がある）なので，他の企業階層との比較も

これまでより正確にできるわけである。

このことについて図2では次の点を指摘でき

る。 94年第 2四半期までは企業庁「前年同期

比」 DIの方向（上昇 ・下落）は『短観』中小

企業のそれ（図中・印）とほとんど同じであっ

たが，それ以降は現在（96年3月）までデータ

が得られる 7期分（期間としては 6期）中， 3 
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図2 業況DI （全産業）
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期間不一致であ る。これに対して「今期の水

準」の不一致は 1期間（94年第 3四半期から翌

期）のみである。 「全産業」では対象産業に差

があるが，不況の底からの回復過程では中小企

業の上層部も下層部も大きな差がないものと思

われる。なお，図は省略するが，製造業でも

「今期の水準」の不一致は l期間であるのに対

して， 「前年同期比」では 2期間不一致である。

B）雇用状況

「ヒト」の面での経営事情をみる雇用状況に

ついては，前述のように91年6月調査（ 4～ 6 

月期対象）から，それまでの「前年同期と比べ

て増加したか減少したか」の調査内容に加えて，

他の業況調査では一般的な「過剰感」（当該期，

臨時雇 ・パートを含んだ人員が「過剰」か「適

正」か「不足」か）の調査を追加している。図

3をみよう 。図2の「今期の業況」とは異なり，

方向は『短観』 DIとほとんど一致している。

しかし水準は，中小企業上層部では過剰感が出

てきている（ 『短観』・印）のに対して，若干

和らいできているとはいえ常にマイナス，つま

皿 W

《四半期》

例年 II 

I 

N 95年 H

I 
m出 m

 

り不況にもかかわらず不足感が強い。

ここで， 「前年同期比」はほとんど一定なの

で，この間い方だけではその意義はあまりない

のかもしれない。しかし， 「今期の水準」と比

較すれば意味がある。すなわち，DI値で「前

年同期比」が増加しているのに「今期の水準」

が減少している，つまり不足感が強まっている

とき（あるいはその逆）は，雇用 ・募集面の実

相がうかがえるのである。

C）在庫状況

次に 「モノ」の側面6）を図 4でみると， 「今

期の水準」は雇用の「前年同期比」と同じく感

応度が鈍い。同様の間い方をしている 『短観』

と比べてもこの点は認められる。しかしここで

も「前年同期比」との関係をみれば，この調査

項目も意義あるものとなる。

つまり， 92年第 1四半期までは製商品在庫が

増加傾向にある中で過剰感が強かったのに対し

て，それ以降は減少傾向であるにもかかわらず

過剰感が強い，という経営状態が読みとれるか

らである。 『短観』では前期比増減率（計数
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図 3 雇用 D I （全産業）
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N 95年 E

I 

値）も調査しているのでより正確な分析が可能

である（表 1 ［注］ (IH）参照）が，他の業況

統計では過不足感または増減のみである。先に

も述べたように，小規模企業で四半期毎に在庫

の増減を計数値として把握することは困難で、あ

田 問
山

る場合も多くあろうから， 「企業庁」のこのよ

うな調査方法は高〈評価できょう。

なお， 『短観』では大企業の製商品在庫DI 

の水準は，中小企業のそれとの間で大きな差が

ないが， 「企業庁」とは明らかに異なる。対象
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図 5 資金繰り D I （全産業）
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産業・企業規模の差が影響しているものとみら

れるが， 『短観』のDI値のみで企業規模聞の

比較をするのはこの点では危険である。

D）資金繰り

「ヒト」 ・「モノ」に大すして 「カネ」につい

ては業況統計では「借入難易度」と「資金繰

り」が調査される。ここでは図 5でより広い概

念である後者について，前期比金利水準をあわ

せて掲載する。

まず， 『短観』の資金繰り（「今期の水準」

として「楽である」か「苦 しい」のか）より

「企業庁」（前年同期比で好転したか悪化した

か）のそれの方が感応度が大きい。業況統計の

調査項目としては一般的には 『短観』のような

問い方の方が経営の現状についてわかりやすい

が，短期変動が激しい項目に限っては季節変動

も考慮した「企業庁」のような聞い方も一理あ

る。そして例年第 2四半期からは前期比での問

いも追加され，すでに調査項目に取り上げられ

ていた「前期比金利水準」との比較検討が可能

になり，金融政策の効果の程を検証することが

できるのである。

ここでは95年第 1四半期から第 2四半期にか

けての動きが注目される。金利水準低下傾向が

一挙に強まったにもかかわらず，資金繰りは依

然として（やや弱まったとはいえDIはマイナ

スゆえ）悪化感が強い。

以上， 「企業庁」の主要項目について簡単に

吟味したことから次のことを指摘できる。まず，

季節調整がなされていない「前期比」は統計値

としては一般には利用価値が小さいが，同じ調

査内容で質問の仕方が異なる事項を同時に行い，

両者を比較検討することで経営状態が判明しう

ることがある， という点である。この調査方法

は他の業況統計と比べて「企業庁」が多いので，

この点でも「企業庁」の存在価値が高い。

また，統計聞で聞い方に大きな差異がある場

合もあるので，このように聞い方を多様にする

ことによって他の業況統計と比較できるように

なることもメリ ットとして千旨摘できる。
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4. 業況統計の企業統計としての整備・充実

最後に，質問方法を多様化している「企業

庁」の現実のデータから考えられる，今後の業

況統計利用についてやや理論的 ・抽象的に総括

する。

まず，多くの場合問題とされない「不変」も

次の論点をはらんでいることを指摘したい。業

況調査では回答が3択の場合でも 5択の場合で

も，好ましい方向（「良い」や「増力日」，ただし

項目によっては「減少」が好ましい方向とな

る）と好ましくない方向の中間項として「不

変」，あるいは「さほどよくない」， 「適正」，

「ふつう」などの選択肢が用意されている。

ここで「良い（好転） ・増加」を g(good), 

「悪い（悪化） ・減少」を b(bad), 「不変」

等を c(constant），とすると，

g + b + c = 100 (%) 

DI=g-b であるから，後式を前式に代入

し，

g = 50+1/2 (DI -c ) および

b =50-1/2 (DI十 c) を得る。

したがって， DI値と「不変」値の 2つが示

されれば， gとbも簡単に算出できるという技

術的な利便性がある。7)

また， DI=g-bであるから極端な場合，

g = b = 0 ( c = 100）と g= b = 50 ( c = 0 ) 

が同等にみなされる。本稿 3.でも感応度が鈍

い事例をみたが，景気の山と谷（または，そう

と思われる）付近では特にこの点を重視し，

「不変」値の動きを検討する必要がある。

さらに，同一項目で異なる問い方をしている

調査項目，および関連する 2つの調査項目につ

いて図 6のように仕訳可能で、あれば，経営状況

の重層的把握あるいは経営心理を読みとること

が可能になる。 2つの質問を同時に検討する場

合は「不変」の割合を無視できる可能性はより

低くなると考えられるので，みられるように 9

つのパターンに分割すべきなのである。

ここで，調査Aを「増加」（ここでは「増加」

図 6 複合 D I概念図

増加

悪い

減少

良い

が好ましい方向とする） ・「不変」・「減少」，

調査Bを「良い」・「ふつう」・「悪い」とす

ると，

DIA = ( a + b + c ) ( g + h + i ) 

Dl6 = ( c + f + i ) ( a + d + g) 

である。 c' g, eが一般的なケースであるが，

現在のような不況期 ・不況脱出期には aが，逆

に景気の山付－近では iが相対的に大きな割合を

もっと考えられる。

いま， DIA>0 ' Dls < 0，つま り， 一方の

経営ファクターが好転傾向にあるのに他方は悪

化傾向にある場合8）を想定すると，

DIA Dia> 0であるから，

2a+b+d>2i+f+h 

これより ，左上楕円内の 3パターンの方が右

下二重楕円内より大きい割合を占めるとき起こ

る2種のDI値の内容がわかる。楕円内の回答

企業は少なくともいくぶん‘悲観的’であり，二

重楕円内はs楽観的’といえる。現実には密接な

関係にある調査Aと調査BがDIA>0, Din< 

Oであることはあま りない（たとえば業況DI 

と売上増減DI)が，それでもどちらか，ある

いは両方のDIがO付近であるときなどは「不

変」の比重が高い場合があるので， 「不変」が

もっ意味は高まり，上のように複合・分割する

ことによって企業経営者の心理と経済状況との
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関連について分析をいっそう深化させうるもの

と考えられる。

しかし，図 3の94年第 1四半期から次期にか

けてみられるように， 「雇用者数DIがマイナ

スである（減少傾向が強い）ことに変わりはな

いがその程度はいくぶん弱まっているのに，不

足感はさらに強まっている」という微妙な場合

が，特に不況期には多い。このような場合は 2

期分それぞれ9パターンに分割して次のように

把握できる。 DIA(t）を t期の調査AのDI値な

どとして，

DIA（川）一DIA<t>={(a1+1 ートb1+1十Ct+1) 一(gt+!+ 

h川＋i1+1l}

{ (a1+b1 +cil一（gt+ht +it)} 

Dls＜山）一DIB(t)= {(ct+ I十ft+!+it＋！）一（at+1+ 

dt+1+g山）｝

{ (ct+ft+iil (at+dt+gi)} 

であるから，一方の経営ファクターの好転傾向

が強まりつつあるのに他方は悪化傾向が強まっ

ている場合，すなわち，

DIA(t+I）一DIA(t)> 0, Dla(t+1) DI附 ＜0の場合，

先と同様にして

2(a山 ail+(bt+I bt) + (d川 dt)

>Z(i山 i1）十（f山 一f1)+ (h山 －hi)

つまり，概していえば s悲観的’企業家の増大

割合が 4楽観的’企業家のそれを上回りつつある

ときの状況である。逆は逆である。景気の先行

きが不明確なとき起こ りやすいと考えられるが，

今後， 「不変」も考慮、したこの種の分析視点と

分析方法の構築が必要で‘ある。このような視点

からも多種多様な調査項目・質問形式がある

「企業庁」の存在意義は大きいのである。

1) 拙稿「中小企業業況統計の利用可能性」（経済統計

学会 『統計学』68号 1995年3月所収）

2) 拙稿「中小企業業況統計の整備状況」（名古屋経済

大学・ 市郎学園短期大学経済・経営研究会 『経済経営

論集』第2巻第2号 1995年3月所収） p.98-99の表

1に「D0 R」を追加。

3) 『短観』の対象企業は総務庁「事業所統計」の法人

企業を， r大蔵省景気予測調査』のそれは法人企業統

計（指定統計第110号）四半期別調査の法人企業を母

集団としておh出されたものである。

4) より詳細！なコメントは前掲拙稿（注2））を参j問。

⑧のD0 Rについては本書の菊池論文および坂田論文

が綿密な分析をするであろう。

5) もっともこの5産業で金融 ・保険業と公務を除〈非l

次産業の中小企業の約9割をカバーする。詳細は前掲

till稿（注2))p.101参照。

6) 固定資産である設備投資については， 「企業庁」は

調査対象が製造業のみであるので考察の対象から除外

した。

7) 白石－fillr経済統計の手ほどき』 （中央経済社

1993年）p. 75。
8) DI> 0の場合でも多くの場合b(bad)> 0である

めで，DI> 0は「00の傾向にある」という表現の

方が正確である。


